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はじめに
　ヨハネスブルグ・サミットが契機となり、2005年から
持続発展教育（Education for Sustainable Development）
の概念が、教育現場に導入されるようになった。また、
2007年に24校しかなかったユネスコ・スクールは、
2009年９月現在、日本全国で107校まで増加した。本
論文の目的は、ここ２年間でユネスコ・スクールや持
続発展教育が急速に展開している中で、学校教育現場
から指摘された疑問を整理することにある。
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*市　　瀬　　智　　紀
An Observation on the Deployment of Education for International Understanding and 
Education for Sustainable Development
 Tomonori ICHINOSE
Abstract
　　The purpose of this paper is to reaffirm the philosophy and objectives of Education for International 
Understanding.
　　To do this, we analyze practical cases performed by on-site instructors and the opinions of children. 
Meanwhile, the concept of Education for Sustainable Development advocated at the 2002 Johannesburg Summit 
is currently being implemented in the classroom, but there is little understanding of where Education for 
Sustainable Development and Education for International Understanding overlap and differ in schools. From the 
perspective of schools, they feel that they have been presented with a new educational concept and this has 
resulted in them feeling burdened.
　　However, the number of UNESCO schools increased to 107 as of September 2009 . UNESCO schools have 
been positioned as centers for promoting Education for Sustainable Development. However, the actual objectives 
of the activities of UNESCO schools and the concept of Education for Sustainable Development are not 
necessarily consistent, and there are various doubts in schools about becoming UNESCO schools and operating 
UNESCO school activities.
　　This paper is aimed at clearly explaining where Education for International Understanding, Education for 
Sustainable Development and the concept of UNESCO schools overlap and differ. Hopefully, these observations 
will lead to the promotion of Education for International Understanding, Education for Sustainable Development 
and UNESCO school activities.
　　　　　　　　　Key words： Education for International Understanding（国際理解教育）
 Education for Sustainable Development（持続発展教育）
 UNESCO Associated Schools Project Network（ユネスコ・スクール）
＊ 宮城教育大学国際理解教育研究センター
　持続発展教育とは、ユネスコ・スクールをベースに
推進していくもの、とされている。しかし現実には、
ユネスコ・スクールの目標と、持続発展教育の概念
は、完全に一致しているわけではない。ユネスコ・ス
クールに加盟するにあたって、活動目標と、持続発展
教育の概念をめぐって、学校からさまざまな疑問が提
示されている。
　また、国際理解教育を推進する枠組みとして、ユネ
スコ・スクールを紹介することが多いが、学校教員か
らは、国際理解教育と持続発展教育の目指すものやそ
の違いがわかりくいと指摘されることが多い。
　そこで、本論文では、この３つの領域の関係、国際
理解教育と持続発展教育、そしてユネスコ・スクール
の理念や目標について、どこが重なりあい、どこが違う
のかを考察し、現状での問題点を整理したいと考える。
　本稿の考察が、学校現場における、国際理解教育、
持続発展教育、ユネスコ・スクール活動の展開に役立
てば幸いである。
１．国際理解教育の実践内容とその目標について
　この章では、国際理解教育について考察する。多様
な国際理解教育の活動は、次の三つの段階に分けて説
明すると容易である。まず、国際理解教育の第一段階
として、自己を知ること、自己尊重の感情を持つこと
（自己認識）があげられる。次に、第二段階と多様な
価値を持つ他者を理解すること、自己と他者の関係に
気付いていくこと（他者理解）が考えられる。最後に
第三段階として、文化背景や生活背景の異なる他者と
交流し、協力し合える関係を気付いていくこと（相互
交流・相互扶助）があげられる。一般的には、実際の
活動において、第二段階の「他者理解」、すなわち異
文化理解に焦点があてられがちだが、第一段階の「自
己認識」が確立していないと、「他者理解」は土台の
ないものになってしまうであろう。さらに、第三段階
の「相互交流・相互扶助」の段階に進まなければ、第
二段階の段階で「理解した」ということだけで終わっ
てしまうであろう。
　以上のような３つの段階を中心にもとづき、実際の
教員による授業実践と、その展開における生徒の反応
を考察する。
　【授業実践の対象】
　平成20年度教師海外研修（バングラデシュ・ガーナ
派）派遣実践報告会１
　独立行政法人国際協力機構 JICA東北支部が2008年
８月に、小学校・中学校・高等学校など、学校教育現
場の教育を対象に、開発途上国における国際協力の現
場を視察する海外研修を実施した。参加教員は、帰国
後半年間で、開発途上国から持ち帰った「素材」をも
とに、授業実践を実施する。そしてその実践報告会を
事後研修の一環として一般公開を行う。（筆者は実践
報告会の講師として、実践報告の分析および講評を担
当した。）
1.1．自己認識
1.1.1．「興味がない自分」を知る
　自己を知ること、自己尊重の感情を持つこと（自己
認識）が、国際理解の第一段階である。山形県立霞城
高等学校・会田理恵は「ガーナを通して見て、考えた
“私にできることは、なんだろう」の授業実践の中で、
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１　独立行政法人国際協力機構東北支部（2009）
図１：国際理解教育の３つのステップ
国際理解教育
３つのステップ
自己を知ること、自己尊重
の感情をもつこと
文化背景や生活背景の
異なった他者と交流し、
協力し（助け）あえる
関係を築いていくこと
自己と他者の関係に
気づいていくこと
「英語が話せない＝海外にはいかない→外国や海外の
出来事には興味がない」生徒像を問題にしている。
　福島県立いわき総合高等学校・青木由紀子は、「国
際理解・国際協力とノーマライゼーション」の授業実
践の中で「世界の国々や郷土に対する関心が薄く、自
分に直接関係がないことは興味がない自分自身」がい
て、そのことに気づかせることが、授業の最初の目的
であると述べている。これらの指摘が明らにするの
は、自分を取り巻く小世界にしか関心が向けられず、
英語が話せないことも障壁となって、自分は世界の出
来事（Global Issue）に関わりあうことがないと思っ
ている生徒の姿である。
1.1.2．世界認識がメディアからもたらされる
　一方で、生徒が、自分自身が持っているわずかな知
識や情報をもとに、世界を認識していることの危うさ
についても指摘できる。山形市立第七小学校・堤義信
の授業実践「バングラデシュでの活動状況を見て　見
せたい、知らせたい、つなげたい」の授業において、
「子どもたちがテレビなどのメディアで知っている国
のうわべだけを学習していくことの物足りなさ」につ
いて言及している。これについては、山形市立南山形
小学校　中村孝二「バングラデシュまるかじり　　外
国の文化や生活を学ぼう　　」の授業において、「世
界にどんな国があるのか、さぐってみよう」という
ワークシートを子どもたちに配り、書いてもらった結
果を参照してみると興味深い。
　中国＝背か高い人がいる、マレーシア＝くさい花が
ある（筆者注；ラフレシアのことであろう）などといっ
た生徒の認識をみると、テレビで放映されていた（番
組内容）が、そのまま外国観、世界観になっているこ
とがわかる。また、中国のイメージの中で、メタミド
ホス、餃子事件、ミルク事件、偽装問題、などマイナ
ス・イメージを含んだ情報が多いが、これらはマスコ
ミから発せられ、それがそのまま子どもたちの世界観
となっているといえる。
　「外国や海外の出来事には興味がない」ことは問題
ではあるが、仮に外国について興味を持っていたとし
ても「海外の出来事について知っているつもりになっ
ている、わかったつもりになっている」ことは、もう
一つの大きな問題である。
1.2．他者理解
1.2.1．多様な価値観を知る
　このような生徒の認識を変え、広げていくために、
世界に多様な価値観や生活があることを知らせていく
わけであるが、できるだけ現実感があって印象的な
（インパクトのある）提示の仕方が求められる。
　実践報告会においては「フォト・ランゲージ」と「モ
ノ・ランゲージ」という２つの方法を実践した教員が
多かった。「フォト・ランゲージ」とは、写真を見せて、
生徒の関心を呼び起こし、また、ある場合には、写真
をつかって、誤解や偏った見方を浮き彫りにしていく
方法である。また「モノ・ランゲージ」とは、現地の
様子を実物によって示す方法で、今回の実践では、
ガーナのチョコレートや、バングラデシュのカレーな
ど、現地で収集したたくさんのモノが、教材として使
用されていた。
　このほか多文化を理解するためによく用いられる方
法は、歌や音楽、料理を通した体験学習である。前出
の、福島県立いわき総合高等学校・青木由紀子は、「国
際理解・国際協力とノーマライゼーション」の授業
で、「アイヌの神謡やハワイのフラミュージック」を
体験させて、生徒に興味を持たせた。同じく前出の、
山形市立南山形小学校・中村孝二は「バングラデシュ
のカレーをつくってみよう」という授業を実践し、
「『食べる』という人類共通の行為にも様々な生活習
慣があり、日本人から見ると奇異に見える手食も、よ
き習慣であることを理解させることができた。」と述
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資料１：生徒の認識
アメリカ： オバマがいる、ハワイがある、アメリカンフッ
トボール、野球、バスケットボール、戦争がつ
よい、日本と仲よし
ブラジル： サッカーが強い、バレーが強い、ロナウジーニョ
がいる
マレーシア： くさい花がある…
中　国： メタミドホス、背が高い人がいる、パンダ、餃子
事件、ミルク事件、偽装問題、変な食べ物が多い、
人が一番多い、中華料理、北京オリンピック、辛
いものが多い
韓　国： ペヨンジョン、日本に一番近い、韓国料理、辛い
物がいっぱい。野球が強い、食器を持たない…
＊ 下線部はマイナス・イメージをもつもの（中村先生の指
摘）
べている。手食という習慣を知ることによって、生徒
は新たな行動の仕方を学んだことになる。
　また、多様な価値観を提示することは、多様な価値
の受容につながる。米沢市立第四中学校・寺澤恵は、
『五感で感じとろう、バングラデシュ！　　自分の世
界を広げよう』の授業でカレーを作るなかで「日本の
料理には使わないスパイス類の登場にはかなり反応が
あった。」と述べている。
　一見楽しく思われるカレー作り、エスニックフード
の試食でも、毎日そのような味覚やにおいにさらされ
ることで、受け入れがたい感情を招来する場合もあ
る。こうしたテーマを掘り下げて、多文化共生教育へ
と展開してくことも可能になる。
1.2.2．開発途上国から学べる価値観
　多文化理解において、開発途上国のおかれている困
難な状況を生徒に知らせることによって、生徒の間か
ら、それは開発途上国が貧乏で遅れており、「日本に
生まれてよかった」という感想が聞かれることがあ
る。実はそのような自己満足を招来するのであれば、
結局1.1 .1 . で指摘した「自分を取り巻く小世界」に回
帰していき、多様な価値を受容することにはつながっ
ていかないだろう。
　前出の山形市立第七小学校・堤義信の授業実践「バ
ングラデシュでの活動状況を見て　見せたい、知らせ
たい、つなげたい」では、次のような生徒の反応があっ
た。「素直に幸せだといっているような目で見ている
この子どもたちは、心が豊かだと思いました。」、「自
分の家が貧しくても、生きる希望を持って『幸せだ』
と感じられるのはすごいと思いました。日本人はあま
りそういうことがないんじゃないかな」。
　途上国について学ぶ中で、「両親や兄弟、家族、友
人との結びつき・助け合い」「ひたむきで純粋な心」
「向学心・向上心」「他者との積極的なかかわり」、こ
うした価値観に気づかされることが多い。それは、現
在の生活では、気づかされる機会の少ない価値観であ
る。金銭的・物質的に少々豊かであるように見えるか
らといって、自分が優位に立っているわけではなく、
人としてはみな平等で、むしろ途上国の人々が、人間
としてすばらしい生き方や考え方をもっていること
を、開発途上国を中心とする学習を通して知ることが
できる。
1.3．相互交流・相互扶助
1.3.1．他者とかかわること
　宮城県名取市立第一中学校・庄子弘幸は「国際理解
教育から開発教育へ」の授業において「ガーナから来
た手紙を配り、自分で英語の手紙を読ませる」といっ
た活動を取り入れている。また、福島県二本松市二本
松第一中学校・大内伸代は「ガーナと日本の違いから
学ぶこと」の授業で「ガーナに手紙を書く」活動をし
ている。実際の交流を試みることで、価値観の異なる
同世代の子どもと積極的にかかわる態度を養うことが
できる。
　一般的に、国際理解教育の活動の中では、外国人と
の直接的交流や、ビデオレター・メールなどを通した
間接的交流、或いは生徒がお互いに発表しあうなか
で、さまざまなコミュニケーションのスキルを学ぶ
チャンスが得られる。（表１参照）
1.3.2．自分自身のこととして捉えること
　さて、ガーナやバングラデシュについて学ぶ中で、
生徒は、「児童労働」（少年兵の存在）、「奴隷貿易」、「人
身売買」、「人種差別」、「不公正貿易」（カカオ豆貿易）、
「保健・衛生状態」（エイズと栄養失調）といった厳
しい現状について学んだ。
　この「排除」「差別」「不公正」「貧困」は、ガーナ
やバングラデシュという遠い世界のできごとなのであ
ろうか。大崎市立古川南中学校・四倉俊夫は「あふれ
る光、愛は泉のように」実践において、「『かわいそう』
とか『自分たちは幸せだ』といった自分と世界との間
を塀で囲ったような気持ちしか生まれない。」と述べ
ているが、これは大変重要な指摘である。我々の生活
と開発途上国の現状の間には、大きな溝があり、国際
理解の活動でこうしたことを学んだとしても、我々が
日常的にそうした国々の人々と関わることは、ほとん
どないかのように感じられてしまう。
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表１：国際理解教育で学べるコミュニケーションスキル
ａ． 対人コミュニケー
　　ションの方法 
あいさつする。はっきり話す。適
当な速さや音量で話す。
ｂ．発表のためのスキル まとまった考えを相手に伝える。
模造紙やＰＣ、あるいは身体をつ
かった表現など様々な表現の余地。 
ｃ．言語的な調整方法 外国人の話していることを推測す
る、話したいことを相手の文脈に
即して伝える能力 。
　福島県金ヶ崎町立県金ヶ崎中学校・菊池浩平「貧困
をどう伝え、どう学ばせるか　バングラデシュと日本
における社会情勢の比較を通して」と題する授業にお
いて、大変興味深い実践を行った。それは「現実の日
本社会に目を向けると、ニート・ネット難民・ワーキ
ングプアなど働きたくても働けない人が増加傾向にあ
る」として、格差や貧困、女性への差別に正面から取
り組んだことである。バングラデシュの女性教育やマ
イクロクレジットについて学ぶ一方、「年越し派遣村」
のニュースや日本における女性の雇用、児童養護施設
などについても生徒に提示した。
　異なる価値を持つものへの不寛容、無関心、いじめ、
社会的弱者（若者、女性を含む）に対する不平等な扱
い、貧困…、これらは人の心に根ざすもので、実は、
子どもたちの身近に実際に存在する。ガーナやバング
ラデシュは、生徒にとって遠い存在で、一生関わらな
いかもしれない。しかし、差別や排除の枠組みは身近
なところにあり、そうしたことに気づいて変えていこ
うとする態度や気持ちを醸造していくことによって、
結果的には、ガーナやバングラデシュの抱える課題の
解決にもつながっていくのではないか。
　以上のようなプロセスを通して、国際理解教育の目
標を次のように確認することができる。「自分を認識
でき、他者の価値観を包容して、積極的に人と関わり
あい、共に生きていくことを考えられる子どもが育て
ば、地域も世界も変わっていけるのではないか」今日、
国際理解教育のキーワードとして「地球市民」（World 
Citizen）、「共生」あるいは、「地域から世界へ」（Think 
in Global, Act in Local）といったことが言われるが、
それらの概念も、このような文脈の中で実現すること
が可能であると考える。
２．ユネスコ・スクールの研究テーマ
2.1．県内ユネスコ・スクールの現状
　第２章では、2007年から始まるユネスコ・スクール
の加盟運動について言及したい。ユネスコ・スクール
は2009年９月現在、日本全国で加盟校が107校あるが、
そのうち、宮城県内には加盟校25校、申請校13校あり、
全国の３分の１を占めている。
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表２：宮城県内ユネスコ・スクール（加盟校・申請校）リスト
【仙台市】
加盟済 宮城教育大学　附属小学校　 国際交流、国際理解、防災
加盟済 宮城県仙台市立　中野小学校 環境教育、野鳥、栽培
加盟済 宮城県第二女子高等学校 国際交流
【白石市】
加盟済 宮城県白石市立　小原小中学校 ホタル、地域の歴史、食糧問題（そば）
加盟済 宮城県白石市立　白川中学校 野鳥、巣箱
加盟済 宮城県白石市立　白石第二小学校 地域の伝統、産業、酪農
申請中 宮城県白石市立　東中学校 植樹
【栗原市】
加盟済 宮城県栗原市立　高清水小学校 英語、国際理解
【岩沼市】
加盟済 宮城県岩沼市立　岩沼中学校 姉妹都市交流、募金活動、英語
【角田市】
申請中 宮城県角田市立　東根小学校 英語、地域の自然・社会・人的環境
【丸森町】
加盟済 宮城県丸森町立　丸森東中学校 地域との交流、伝統文化
【富谷町】
申請中 宮城県黒川郡富谷町立日吉台小学校 生物教育、国際理解、福祉教育
【気仙沼市】
加盟済 宮城県気仙沼市立　水梨小学校 伝統の継承、神楽、焼き物
　これらユネスコ・スクールの研究テーマ、活動テー
マをカテゴリー化すると、以下のように分類できる。
・ 環境教育（地域の自然、水質環境、生物多様性、
栽培、地球温暖化、緑化）
・国際理解教育・英語コミュニケーション教育
・防災教育（地震、津波、火山活動）
・文化・伝統の継承（伝統芸能、神楽、太鼓）
・食教育（有機農業、栽培、スローフード）
・地域産業（焼き物、たたら、紙すき）
・福祉、人権、キャリア教育
　東北地方の、山・川・海、農業・漁業といった自然
環境と東北地方に古くから伝わる地域の伝統文化が学
習のテーマとなっているところが多い。また、災害の
多い地域にあって、地震や津波といった負の遺産も学
習テーマとして扱っている。地域に高齢者が多いこ
と、外国人が定住していることも、テーマとして、取
り入れられている。
　このようなユネスコ・スクールの取り組みは、優秀
な事例（グッドプラクティス）であると思われがちだ
が、現実には、高齢化・少子化で疲弊した地域にあっ
て、家庭の教育力の低下に悩みながらも、持続可能な
未来を創造するという持続発展教育（ESD）の理想に
希望を託して加盟した学校もある。
３．ユネスコ・スクールの研究課題と持続発展教育
3.1．ユネスコ・スクールの研究課題
　上述のリストに挙げられていたようなユネスコ・ス
クールの研究モデルを図示してみると次のようになる
（図２参照）。地域社会には、地域産業、遺産、伝統
芸能といった地域遺産がある。また海、川、山、動植
物といった自然環境に取り囲まれている。地震や津波
などの災害といったマイナスの遺産も地域の教育テー
マである。一方、物的なリソースのみならず。障害を
持つ人、地域の名人、定住外国人など、人的なリソー
スも大切な教育上の課題である。
　ユネスコ・スクールは、このようなリソースを教育
に取り込み、海外に向けて発信する。ここにおいて、
「地域から世界へ」（Local to Global）が実現する。
海外と交流する意味は、自然環境や災害など共通する
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加盟済 宮城県気仙沼市立　中井小学校 環境、福祉、英語
加盟済 宮城県気仙沼市立　新城小学校 川の環境、有機農業、栽培、緑化
加盟済 宮城県気仙沼市立　松岩小学校 国際交流、英語
加盟済 宮城県気仙沼市立　階上中学校 津波防災教育、地震、火山活動
加盟済 宮城県気仙沼市立　大島小学校 大島の自然、海、産業、環境
加盟済 宮城県気仙沼市立　鹿折小学校 国際理解、英語、コミュニケーション
加盟済 宮城県気仙沼市立　白山小学校 国際理解、伝統芸能、環境
加盟済 宮城県気仙沼市立　浦島小学校 防災教育、英語
加盟済 宮城県気仙沼市立　階上小学校 食育、スローフード
加盟済 宮城県気仙沼市立　面瀬小学校 環境、植物、水生生物
加盟済 宮城県気仙沼市立　面瀬中学校 国際環境教育、水質環境、土壌生物
加盟済 宮城県気仙沼市立　鹿折中学校 英語、国際交流、国際理解
加盟済 宮城県気仙沼市立　気仙沼中学校 国際理解、人権学習
加盟済 宮城県　気仙沼高等学校 米国と環境学習、語学研修、国際交流
加盟済 宮城県　気仙沼西高等学校 化石、地層、海岸の植物
申請中 宮城県気仙沼市立　気仙沼小学校 水産業、環境教育 
申請中 宮城県気仙沼市立　南気仙沼小学校 環境教育、川の清掃、環境保全活動 
申請中 宮城県気仙沼市立　九条小学校 環境教育、生き物の生態、水質調査 
申請中 宮城県気仙沼市立　月立小学校 地域遺産教育：伝統芸能、伝統技術 
申請中 宮城県気仙沼市立　落合小学校 農作物、花の栽培、エコ活動 
申請中 宮城県気仙沼市立　唐桑小学校 環境教育、牡蠣養殖、海を守る活動
申請中 宮城県気仙沼市立　大島中学校 環境教育、ホタテの養殖体験 
申請中 宮城県気仙沼市立　条南中学校 国際理解教育
申請中 宮城県気仙沼市立　新月中学校 キャリア教育、職場体験
申請中 宮城県気仙沼市立　唐桑中学校 ふるさと、福祉教育、養殖体験 
課題解決のために、情報を交換し知恵を出し合うこと
であり、また「地域遺産」など自らの地域の価値を発
見して、価値の再確認を行う意味がある。
　こうした活動においては、コミュニケーションのス
キルが求められる。コミュニケーションとは、海外の
学校と英語や外国語で交流するということだけではな
い。地域の伝統芸能を学ぶためにお年寄りとコミュニ
ケーションをとる、高齢者や外国人と話すために、簡
単な日本語で話すといったコミュニケーションの基本
能力にかかわる、総合的なコミュニケーションのスキ
ルである。
3.2．持続発展教育との関係
　こうしたユネスコ・スクールの教育モデルにおい
て、持続発展教育の理念が実現されている。持続発展
教育では、「環境教育、国際理解教育、基礎教育、人
権教育等の持続可能な発展に関わる諸問題に対応する
個別分野の取組のみではなく、様々な分野を多様な方
法を用いてつなげ、総合的に取り組むこと」とされ、
またその目標として、「－人格の発達や、自律心、判
断力、責任感などの人間性を育むこと」「他人との関
係性、社会との関係性、自然環境との関係性を認識し、
『関わり』、『つながり』を尊重できる個人を育むこと」
という２つの観点が提示されている。２ユネスコ・ス
クールは、自然環境、地域遺産、防災教育、福祉・人
権教育といった様々な分野に跨る総合的で有機的な取
組みをしており、また社会教育施設や、NPO・NGO
などの団体や個人の力を活用することで、実際に「関
わり」や「つながり」を尊重できる個人を育むことが
できる。
４．ユネスコ・スクールの４つの目標と現状のユ
ネスコ・スクールの研究課題
4.1．ユネスコ・スクールの４つの目標
　さて、第３章では県内のユネスコ・スクールの活動
から導き出されるモデルと、持続発展教育について述
べた。筆者は、宮城県内でユネスコ・スクールの加盟
を促進するために、校内研修会等に赴いた際に、そこ
で、ユネスコ・スクールと持続発展教育の関係につい
て説明することを求められた。そこで、説明が困難で
あったのは、ユネスコ・スクールの教育目標すなわち
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図２：ユネスコ・スクールの地域教育モデル
持続発展教育なのではないのではないか、という指摘
である。３
　ユネスコ・スクール（ASPネット）は、1953年、
ユネスコ憲章に示されたユネスコの理想を実現し、ま
た、平和や国際的な連携を学校での実践を通じて促進
することを目的に設けられた。現在、世界176カ国約
7,900校が加盟して、①地球規模の問題に対する国連
システムの理解、②人権、民主主義の理解と促進、③
異文化理解、④環境教育、といった研究テーマに取り
組んでいる。
　ユネスコ・スクールの４つの研究テーマは、ユネス
コ本部のホームページおよび文部科学省のホームペー
ジにおいて、資料２・３のように記されている。４
　ユネスコ・スクールの理念においては、その設立の
経緯からして、人権、平和教育、識字、民主主義など
が強調されてきた。一方、地域のユネスコ・スクール
では、文化・伝統の継承（伝統芸能、神楽、太鼓）と
いった地域遺産教育、防災教育、キャリア教育、福祉
教育などが実践されており、上掲資料３の４つの目標
に入れることができないのではないかととまどう教員
が多い。「ユネスコ・スクールでは、以下の４分野を
基本テーマ」としており、「ユネスコの理念に沿った
ものであれば、他のテーマ設定（世界遺産教育など）
も可能」とされているが、果たしてユネスコの理念の
核心は何で、どこまで包括されるのであろうか。
　このように、ユネスコ・スクールの目標と今日のユ
ネスコ・スクールの活動内容および持続発展教育との
関係については、もう少し厳密に議論して理論を構築
していくことが求められている。
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３　 これら（ユネスコ・スクール）のテーマは「持続可能な開発のための教育」が取り組むべき分野とも重なるものであり、2007年（平
成19年）秋のユネスコ総会で採択された「持続可能な開発のための教育の更なる推進」に関する決議においても、「持続可能な開
発のための教育」の推進のためにユネスコの世界的な学校ネットワークであるユネスコ協同学校を十分に活用すべきであるとの指
摘がなされている」と書かれている。
４　 http://portal.unesco.org/education/en/ev.php-URL_ID=14697&URL_DO=DO_TOPIC&URL_SECTION=201.html（ユネスコ本部
のページ）およびhttp://www.mext.go.jp/unesco/004/005.htm（文部科学省のページ）
資料２：ASPnet Study Theme
ASPnet schools are encouraged to conduct pilot projects on four main themes of study covering a wide range of interrelated 
sub-topics. The point of departure should be issues relevant to the student’ s own environment, concerns, and aspirations. The 
themes presented below provide a basis which can be extended to other topics.
1. World concerns and the role of the United Nations system: 
Select an issue of world concern such as poverty, hunger, disease, unemployment, pollution, illiteracy, cultural identity, women's 
issues, population, etc., and examine various facets of the problem locally, nationally and internationally. As the students search 
for possible solutions, the present and future role of the United Nations and its Specialized Agencies in helping to solve such 
issues become more concrete and visible. The observance of International and United Nations Years and Days can also help 
students to situate these issues with regard to their own lives, now and in the future.
2. Human rights, democracy and tolerance: 
Schools often choose the Universal Declaration of Human Rights, the Convention on the Rights of the Child, or the Decade on 
Education for Human Rights ( 1995 -2004 for example, as points of departure.. Discussions should be within the context of the 
students' own experiences, broadening out to encompass the rights of others, sensitizing them to their own rights but also to 
their duties and responsibilities. Today, many activities relating to human rights aim at eliminating all manifestations of 
intolerance, racism, prejudice and at strengthening education for democracy, mutual respect, civic responsibility, tolerance and 
non- violent conflict resolution.
3. lntercultural learning: 
As societies become increasingly multicultural and multiethnic, the study of other countries and cultures can be undertaken at 
the local and national levels. Contact can be made with parents or students of other origins, indigenous peoples, immigrant 
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図３：学習領域の構造（大津（2006））
groups and with embassies and cultural centres of other nations. Such groups and organisations are an invaluable source of 
information and could help to promote a better understanding and appreciation of other customs, traditions and values, by 
contributing to exhibitions or by providing speakers to address students about the country and its role in the UN family.
4. Environmental concern: 
This theme allows students to link international issues affecting the global environment to individual, local or national realities. 
Within this framework, they can be encouraged to confront problems of local concern which may lead them to develop 
strategies for the same or similar problems at both national and international levels. Activities in this area include studies on 
pollution, energy, forest conservation, marine and atmospheric research, soil erosion and conservation of natural resources, 
desertification, the "greenhouse effect", sustainable development, recycling "Agenda 21 ", and ultimately on how science 
contributes to the future of humanity. Subsequent to reflection in the classroom, community-oriented projects are often 
conducted to improve immediate local needs.
資料３：ユネスコ・スクール研究テーマ
ユネスコ・スクールでは、以下の４分野を基本テーマとしています。なお、ユネスコの理念に沿ったものであれば、他のテーマ設
定（世界遺産教育など）も可能です。
⑴　地球規模の問題に対する国連システムの理解
　貧困、飢餓、失業、識字、文化理解、性差、人口問題等の世界的な問題からテーマを選び、自分の地域や国、国際的などの側面
から、調査を行う。
⑵　人権、民主主義の理解と促進
　「世界人権宣言」「児童の権利に関する条約」等を出発点として、学生の自らの経験のなかから、他者の権利だけでなく義務や
責任（人種差別、偏見、民主主義、相互の尊重、市民の責任、寛容と非暴力紛争等、人権に関連する問題）について意識を広げさ
せる。
⑶　異文化理解
　他国の学生または両親、自国民、移民集団、大使館、他国の文化センター等と連携を取りながら、異なる習慣、伝統、価値観に
対する理解を促進する。
⑷　環境教育
　自分たちが住む地域が直面している環境問題（汚染、エネルギー、森林保護、海洋および大気に関する研究、土壌侵食、天然資
源保護、砂漠化、温室効果、持続可能な開発など）を検討し解決の手段を考えるとともに、科学が人類の将来に果たす役割を考える。
５．持続発展教育と国際理解教育
　この章では、第１章で考察した国際理解教育と持続
発展教育の関係について考察してみたい。
5.1． 持続発展教育と国際理解教育の理念
　「持続可能な開発」とは、「社会的公正の実現や自
然環境との共生を重視した新しい開発」を進めること
によって「直面している様々な課題を解決し、世界中
の人々と将来の世代が安心して暮らすことのできる社
会」を構築することである。
　国際理解教育学会の研究による「グローバル時代に
対応した国際理解教育のカリキュラム開発に関する理
論的・実践的研究」報告書の中で、大津和子は、国際
理解教育の目標として「未来への選択（変えるのはわ
たしたち）」を提示している。この「未来への選択（変
えるのはわたしたち）」は、「世界中の人々と将来の世
代が安心して暮らすことのできる社会」を構築する持
続発展教育の目標と重なりあっている。５
5.2． 持続発展教育と国際理解教育の相違
　持続発展教育と国際理解教育は、重なりあう部分も
ある一方、目標やプロセスにおける違いも感じられる
（表３参照）。持続発展教育は、環境教育、開発教育、
多文化共生教育、福祉教育、人権教育、平和教育、国
際協力、その他の領域を包括する領域の統合であり、
外国や多文化を素材として教育を組み立てている国際
理解教育とは、枠組みが異なっている。また、持続発
展教育には「緊急性」と「未来性」のメッセージが込
められている。環境破壊、人口減少、雇用不安といっ
たネガティブなメッセージが多い中で、課題を解決
し、希望をもって持続可能な未来を作り上げること
が、持続発展教育においては強調される。
　課題解決のためには、その課題に応じてどんな個人
やどんな外国ともつながっていくことが期待されてい
る。アメリカと日本、中国と日本といった、国と国が
全面に出されることはない。このことが国際理解教育
と異なっている。
　誤解を恐れずに言えば、国際理解のモデルにおいて
は、学校で外国の文化を紹介し、将来それらの外国に
興味をもって「架け橋」となる人材が育てばよいと考
える。また、開発途上国への支援について学んだ場合、
将来的には、クラスの中から、国際協力や途上国支援
に携わる人材が出てくることを期待する。そこで想起
されるのは、生徒の一部が外国語や開発教育を学び、
交流や支援の担い手になるというイメージであった。
しかし、持続発展教育のモデルはそうではない。すべ
ての生徒が、環境破壊や地域社会の衰退、貧困といっ
た目前の課題を解決するために、地域を出発点として
他者と繋がる、さらに、お互いに知恵をしぼり、情報
を共有しながら未来をつくっていくというモデルであ
る。そこには、一部の生徒が「架け橋」となって、世
界の諸地域とかかわるというイメージはない。
６．持続発展教育を展開する上での課題
　持続発展教育は地域に根差した枠組みである。学校
単位で持続発展教育を推進していくので、教員が変
わっても、地域の中に学校がある限り、学校の活動内
容は変わらない。
　一方、学校内における国際理解教育の担い手として
の教員は、日本人学校や JICAの協力隊員経験者、多
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５　市瀬「地域の国際理解教育とESDの理念およびASPネットワークとの連携」参照。
表３：持続発展教育と国際理解教育のモデル
持続発展教育の
モデル
・諸領域の統合
・緊急に解決すべき地球的課題と未来につ
いての取組み
・すべての個人が地域から直接世界につな
がる
・課題に応じて、どんな個人どんな文化圏
とも交流する
・地域に根差した枠組み
国際理解教育の
モデル
・海外、外国、多文化（異文化）が柱とな
る
・緊急性、未来への持続というところに焦
点はない。
・地域が世界につながることは意図されて
いない
・二国間関係が想起されやすい
・多文化を体験した個人に依拠した枠組み
資料４：地域のリソース
地域の物的リソースの発掘 地域の人的リソースの発掘
自然環境
地域遺産（⇔世界遺産）
地域産業
伝統芸能
地域の名人や達人
特別な技能を持つ方
定住している外国籍
文化（異文化）に興味を持つ個人であって、その教員
が転出すると、活動は学校には根付かないという問題
ある。以上のような議論をまとめると、持続発展教育
のモデルとは、地域に根差し、もっとも緊急性で尖鋭
的な教育であるように思える。
　しかし、このようなモデルが、必ずしも有効ではな
いケースも多い。以下に持続発展教育を展開する上で
の課題について述べてみたい。
6.1．都市部の学校と周辺部の学校
　筆者は、仙台市教育委員会「平成21年度　国際理解
教育研修会」（仙台市教育センター、2009年８月（参
加教員15名）、教員免許状更新講習「持続発展教育入
門」７月（参加教員11名）、教員免許状更新講習「学
校の国際化・多文化化」９月（参加教員12名）におい
て、宮城県内の教員を対象に、持続発展教育のモデル
（図２）について説明する機会があった。資料４のよ
うな課題を提示して、学校教員に自分課所属する学校
の地域リソースについて考えてもらった。その結果、
興味深い事実が浮かび上がった。
　山間部、沿海部、農村部の学校、歴史の長い学校ほ
ど、地域の物的リソースや人的リソースを発掘するこ
とが容易であり、それらの学校の教育に光があてられ
やすい。反面、仙台市を中心とする都市部の学校、歴
史の浅い学校、住宅地の学校ほど、自然、歴史、産業
などのリソースを探すことが難しかった。
　このことは、ユネスコ・スクール活動の地域におけ
る展開にも表れているといえる。表２で示した宮城県
内のユネスコ・スクールは、ほとんどが沿海部、農村
部など自然環境の豊かな地域に立地している。一方、
政令指定都市である仙台市では、ユネスコ・スクール
は少ない。地域に根差した活動の例示をしようとして
も、リソースが探せない場合があるからある。
6.2．持続発展教育と教科の学習
　次に言及しておきたいことは、地域に根差すこと、
自然、歴史、産業などのリソースを教育的課題として
取り入れることをあまり強調すると、持続発展教育
が、そうしたリソースに依拠した特別な活動である、
といったイメージを与えてしまう恐れがあるという点
である。
　2008年２月15日に公表された、幼稚園教育要領案、
小学校学習指導要領案及び中学校学習指導要領案で
は、「持続可能な開発のための教育」が、教育課程の
中に明確に位置づけられている。６
　資料５に示されているように、持続発展教育とは、
本来は、教科の中で行うべきものである。教科の学習
の中に「持続可能な教育」の視点を実現するべきもの
であるにもかかわらず、地域リソースを強調すると、
特別なリソースを活用して、総合学習や特別活動の中
で行う教育のように誤解を生じる可能性が大きい。
おわりに
　以上、国際理解教育とユネスコ・スクール、そして
持続発展教育の関係について述べてきた。とくに第４
章では、ユネスコ・スクールの４つのテーマと持続発
展教育の関係について、さらに議論する必要があるこ
とを指摘した。また、第６章では、地域に根差すこと
や地域リソースを強調すると、ユネスコ・スクールの
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６　http://www.mext.go.jp/unesco/002/004/08043006/001.htm
７　都市部の学校であっても、高等学校や私立の学校で、継続して特色のある教育を展開できる場合はその限りではない。
資料５：学習指導要領と持続発展教育
　例えば中学校社会の地理的分野エ環境問題や環境保全を中核とした考察においては、「地域の環境問題や環境保全の取組を中核
として、それを産業や地域開発の動向、人々の生活などと関連付け、持続可能な社会の構築のためには地域における環境保全の取
組が大切であることなどについて考える。」、公民的分野⑷私たちと国際社会の諸課題においては「持続可能な社会を形成するとい
う観点から、私たちがよりよい社会を築いていくために解決すべき課題を探究させ、自分の考えをまとめさせる。」という内容が
加えられた。また、中学校理科の第1分野及び第2分野の自然環境の保全と科学技術の利用においては、「自然環境の保全と科学技
術の利用の在り方について科学的に考察し、持続可能な社会をつくることが重要であることを認識すること。」という内容が加え
られている。
活動に都市部の学校が参加できないと捉えられるとい
う問題について指摘した。７こうした課題を解決する
ためには、持続発展教育が教科の中で浸透し、なおか
つ学校に定着して長く継続するような方法やモデル
を、今後学校現場に提示していかなければならないだ
ろう。
　2008年11月にユネスコ・スクール支援大学間ネット
ワーク（ASPUnivNet）が成立し、2009年９月に全国
11の大学がこれに加盟している。ユネスコ・スクール
支援大学間ネットワークは、地域のユネスコ・スクー
ルの加盟の支援や、活動の支援を行うことが期待され
ているが、上述の理念を整理し、学校現場にわかりや
すく提示していくことも、支援大学の教員の役割であ
ると考えられる。
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